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≪意見の趣旨≫ 

最良の川棚川河川整備計画をみんなでつくる流域委員会を設置し、信頼される開かれた

県政のあり方を示してください。 

 

≪意見の理由≫ 

○川棚川河川整備計画の特殊性 

 1972 年覚書：「（地元は地質調査に）同意」「（県は）調査の結果、ダム建設の必要が生じ

たときは、改めて地元と協議の上、書面による同意を受けた後着手するものとする」 

 2013 年日弁連意見書：「（地元は覚書により）当時考えられる最大の手立てを尽くして行

政の専横を防止しようとしたのである」「（覚書違反行為は）川原郷住民に対し，長年にわ

たり有形無形の苦痛を与え続けているもので、法令遵守の精神に反し，行政への信頼を損

なう結果となるものであり、看過することはできない」 

 覚書違反の行政代執行を回避するため、「最良」で「みんな納得」の整備計画をつくるべ

きではないか。 

 

○「適法＝最良」ではない 

 「司法判断」は判決（審理終結）時までに裁判所へ提出された事実をもとに、裁判の争

点について示されるもの。 

 一般的に行政計画については広い裁量が認められているから「最良の裁量判断」でなく

ても「裁量の範囲内で適法」ということになる。 

 複数の整備計画（案）の各費用便益分析などを比較し、「最良の」計画を策定すべきでは

ないか。 

  

○「適法＝みんな納得」ではない 

 政策決定への「参加」に関する日本の法制度はきわめて貧弱：環境基本法・環境影響評

価法・河川法は参加を権利として保障していない。 

 「意見が適切に考慮される」ことが保障されない「お願い参加」では「言ってもムダ」

となりがち。 

 利害関係者へリーチし、事実と論理に基づいて意見が適切に考慮される「みんな納得」
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の計画を策定すべきではないか。 

 

○政策決定への参加は県政への信頼を高め県民生活の質・豊かさを向上させる 

 OECDの well-being指標（better life index）には市民参加（法制度改善のための利害

関係者参加など）が含まれている。政策決定への参加を充実させることは、県政への信頼

を高めるのみならず、県民生活をより良く豊かにすることにもつながる。 

  

https://www.oecd.org/en/data/tools/well-being-data-monitor.html 

 

 

https://www.oecd.org/en/data/tools/well-being-data-monitor/better-life-index.html 

2

https://www.oecd.org/en/data/tools/well-being-data-monitor.html

